
1．はじめに

1998（平成 10）年の学校教育法改正に伴う中等教育
学校の設置による中高一貫教育の推進、2016（平成 28）
年の同法改正に伴う義務教育学校の設置による小中一貫
教育の展開、さらには 2017（平成 29）年に改訂された
学習指導要領の導入に伴う「スタート・カリキュラム」
による幼小接続や 2021（令和 3）年から実施された「大
学入学共通テスト」の実施にみられる高大接続の検討な
ど、校種間の連携の重要性は日を追うごとに高まりつつ
ある。さらに 2021（令和 3）年の中央教育審議会答申
「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子
供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的
な学びの実現～」においては、いわゆる「GIGA スクー
ル構想」のもとに 1人 1台の学習端末を前提とした ICT

活用による学習改善などの施策とともに、専科指導科目
（外国語・理科・算数など）の導入や中学校教員免許取
得の過程で小学校の専科科目担当経験を得られる弾力化
などの方向性が提言され、「専門性の強化」と「初等中
等教育課程を見通した指導」の必要性が強調されてい
る。先述の学習指導要領の柱として示された「カリキュ
ラム・マネジメント」は、その鍵となる概念である。
以上の整理をもとに、本稿では初等中等教育分野にお
けるカリキュラム・マネジメントの実践に関する教育方

法を個々の事例に即して検証し、教育方法の課題と展望
について考察することを目的とする。

2．カリキュラム・マネジメントと STEAM 教育

「カリキュラム・マネジメント」とは、「社会に開かれ
た教育課程」の理念の実現に向けて、学校教育に関わる
様々な取組を、教育課程を中心に据えながら、組織的か
つ計画的に実施し、教育活動の質の向上につなげていく
こと」とされ、次の 3点のポイントが示されている。
① 各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校教

育目標を踏まえた教科等横断的な視点で、その目標の達
成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと。
② 教育内容の質の向上に向けて、子供たちの姿や地

域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、教育
課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連の
PDCA サイクルを確立すること。
③ 教育内容と、教育活動に必要な人的・物的資源等

を、地域等の外部の資源も含めて活用しながら効果的に
組み合わせること。
本稿では①で展開される教科等横断的な取組に着目し

つつ、②・③のあり方について総合的に検討を行う。
①における横断的な教育活動としては、以下の 3点に
大別可能である。
（1）教科間・領域間の「つながり」
（2）学年間・学校段階間の「つながり」
（3）教育課程内外の「つながり」

（1）には教科等横断的な授業づくりなどの横のマネジメ
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ントが、（2）には保幼小連携、小中連携などの縦のマネ
ジメントが、（3）には日常生活との関連性や休み時間・
放課後、部活動との接続性などの内外のマネジメントが
該当する。また、②は PDCA サイクル間の「つながり」
（根拠やデータに基づく授業改善など）、③は学校組織内
外の「つながり」（地域との人的・物的連携、外部の専
門家との連携など）が当てはまる点に鑑みれば、カリキ
ュラム・マネジメントは「つながり」を実現する方策と
換言できる。
こうした「つながり」を体現する核となるのが

「STEAM 教育」である。科学教育との関連性や ICT を
活用した日常生活の間接（仮想）体験など、様々な領域
を横断的に捉えて学びに反映する STEAM 教育は、カ
リキュラム・マネジメントの実現を支える概念として重
要な役割を果たすものである。次章では初等中等教育の
実践事例をもとに、教科等横断的な教育方法の工夫につ
いて検討していきたい。

3．初等教育分野におけるカリキュラム・
マネジメントの実践と教育方法の検討

3-1．ICT を活用した算数科のカリキュラム・マネジメ
ントの実践

本節では、STEAM 教育の実践事例として第 1学年算
数科の授業づくりについて検討する。前章の整理に従え
ば、ICT を活用して日常生活との関連性を意識した（3）
教育課程内外の「つながり」を中心に、（2）学年間・学
校段階間の「つながり」を目指した実践である。
3-1-1．学習指導案
（1）日時 令和元年 9月 24日（火）10 : 50～11 : 35
（2）学年・組 第 1学年 1組（在籍 26名）
（3）単元名 「どちらがおおい」
（4）教材について
第 1、第 2学年では、入れ物に入っている水の体積、
入れ物に入れることのできる水の体積を取り上げ、水の
体積を「かさ」という日常語で呼ぶようにしている。用
語「体積」を学習するのは、第 5学年第 2単元「直方体
や立方体の体積」である。日常経験にも関連が深い点に
加え、直接比較・間接比較・任意単位による比較につい
ては第 1学年の「ものの長さ」で学習した知見が活用可
能であり、第 2学年以降の普遍単位を用いた測定等への
発展を考える上でも重要な単元である。
（5）指導について
生活経験や既習事項との関連性を活かし、生活経験を

想起する支援や長さの学習で学んだ内容の復習を適宜活
用しながら、一つの単元の学習は日常生活やほかの単元

とつながっていることを児童が実感できる手立てを進め
た。
（6）本時の目標（ねらい）
身の回りにある入れ物に入る水の体積に関心をもち、

比較の方法について考える。

（7）展開

資料 3-1-1 ICT 活用の様子（導入時）

注：筆者作成。
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3-1-2．考察
本授業では iPad や Apple Pencil を用いた手書き入力

のデジタル化などの ICT を活用し、導入時の動画作成
や実験の説明写真への書き込みなどの工夫を行った。
液体が「あふれる」様子は日常生活でも少なからず目
にする行為であるが、本授業では「食卓でペットボトル
からコップにお茶を注ぐ様子」を動画で提示した（資料
3-1-1）後、「『あふれた』ことからどんなことがわかり
ますか」との発問を提起した。児童からは「ペットボト
ルの方がたくさん入る」との考えが口々に出てくる形に
なり、本時の活動の予想の基礎が築かれ、水があふれる
＝もとの容器の方がかさが大きいとの理解を効果的に引
き出せた。また、資料 3-1-2のように既習事項である長
さとの関連性を確認しながら、比較対象よりも大きな容
器を用いて比べる間接比較の必要性を確認した。任意単
位による比較との違いを学習する上でも、こうしたつな
がりは重要と考える。

3-2．教育課程内外の接続性を意識したカリキュラム・
マネジメントの実践

本節は、前章の（3）教育課程内外の「つながり」を
中心に、（1）教科間・領域間の「つながり」をはかるカ
リキュラム・マネジメントの実践事例として、休み時間
や放課後などに活用するテーブルゲームをとりあげ、内
容の接続性を意識した授業実践について検討する。今回
は「ウリカイ（Enjoy Boardgame Club、2019年、3980
円）」を対象に、具体的なアレンジルールを盛り込んだ

第 5学年算数科と第 6学年社会科の学習指導案を作成
し、実証実験を行った結果について考察を行う。
「ウリカイ」はフリーマーケットを題材にプレイヤー
が売買するテーブルゲームである。限られた時間の中
で、交渉を通じてお金と品物をうまくやりくりして売買
する。対象学年は小学校高学年、人数は 2～4人、所要
時間は 30～40分程度である。

3-2-1．実践の概要
ゲームに消費税の概念を導入し、売り手と買い手の双

方を経験できる特性を活かし、（間接）税の概念の理解
と税抜価格と税込価格の計算を学習できるカリキュラム
・マネジメントをはかる。具体的には、以下のアレンジ
ルールによるゲーム実践ならびに 2教科の授業を、児童
役の大学 3回生 5名（男性 2名、女性 3名）を対象に行
い、事前（1回目）と事後（2回目）のテストを行った
結果の比較をもとに、カリキュラム・マネジメントの効
果について考察を進める。
（1）確認テスト（事前・事後）
事前・事後に消費税の計算に関する確認テストを行

い、正答率と時間を測定する。税抜価格を税込価格に改
める計算が 3問、税込価格を税抜価格に改める計算が 2

問である（表 3-2-1参照）。もちろん、前者の計算より
も後者の計算の方がはるかに難しい。

資料 3-1-2 間接比較の確認（長さの復習）

注：筆者作成。

資料 3-2-1 「ウリカイ」の様子

注：jellyjellycafe の Web サイトより引用。
（https : //jellyjellycafe.com/games/urikai）

表 3-2-1 確認テスト問題（事前・事後）

注：単位はいずれも円。筆者作成。
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（2）アレンジルールによるゲームの実践
休み時間などの短時間で行う場合にはルールをアレン

ジする必要がある。1サイクル（season）5分程度で時
間に応じてサイクル数を調整する。プレイヤーは販売店
と購入者（仕入）を兼ね、販売店は税抜表示の店と税込
表示の店に分ける。税抜表示店から購入する場合には購
入する毎に消費税の計算を行い、税込表示店は最後に消
費税を納めるために売上金額から消費税分の金額を計算
する。サイクル終了後に税金を納め、残った手持ち金で
勝敗を決める。
その後、下記の学習指導案 A（算数科）・B（社会科）

の授業と関連付けて指導する。

（3）学習指導案 A（算数科）
1．単元 第 5学年算数科『割合を表す数』
2．本時の目標 百分率の計算ができる。
3．展開

（4）学習指導案 B（社会科）
1．単元名 第 6学年社会科『暮らしの中の政治』
2．本時の目標 税金の意味や仕組みを理解し、日常生
活と関連付けて考える。

3．展開

（5）実践の結果
以上のアレンジルールによるゲームならびに授業を児

童役 5名対象に行った結果、事前（1回目）と事後（2
回目）のテスト結果は表 3-2-2の通りとなった。税抜価
格から税込価格の計算は 1回目・2回目ともに解けてい
た。他方、税込価格から税抜価格への計算はひとりも出
来なかった。特に、税抜価格の算出の際に税込価格を
0.9倍して間違えるケースが目立った。事後テスト（2
回目）では、多くが正答を導き出すことができた。

3-2-2．考察
例えば、税抜 500円の商品を税込価格に換算する場合
であれば、税金にあたる 10％分を商品価格に上乗せす
るために 1.0＋0.1＝1.1倍した結果、500×1.1＝550と暗
算で求めるのはさほど難しいことではない。これは、日
頃の買い物などで消費者の立場で税抜価格からその場で
換算する経験を多く行っている点が大きい。
反対に、税込 550円を税抜価格に換算する場合、本来
なら 550÷1.1＝500をしなければならないところを、550
×0.9＝495と計算する人が多かった。このような間違い

注：筆者作成。

注：筆者作成。

表 3-2-2 確認テスト結果

注：時間は分、秒。筆者作成。
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が多い理由として挙げられるのは、550×0.1＝55の計算
のように、税込 550円から 10％分の 55円を引いて求め
ると誤解しているからである。日常生活では税込価格か
ら税抜価格への変換は消費者の立場では必要ではないた
め、計算できない人が多い。「ウリカイ」のゲームで消
費税の計算について、販売者・消費者双方の立場から行
ったことで、「もとにする量」と「比べる量」の関係性
に着目できたと考えられる。加えて、販売者が納める税
のシステムに着目することで、消費者の立場からは縁遠
い「間接税」の仕組みについても理解が深まる契機とな
り、税率や税の使途などにも関心が及ぶ結果が期待でき
る。
3-2-3．まとめ
本節で検討を行ってきた事例は、休み時間や放課後、

休日の遊びなどの授業（教育課程）外の時間を有効活用
する視点で相互の内容の関連付けをはかった教育課程内
外のカリキュラム・マネジメントである。テーブルゲー
ムの中でも本節で挙げた「ウリカイ」などのカードゲー
ムは自作でもある程度対応可能であるが、これらのゲー
ムを行う用具資料の確保などが課題として考えられる
が、教員の授業づくりの工夫の一つとして、こうした接
続性・関連性への意識が非常に重要となるだろう。

4．中等教育分野におけるカリキュラム・
マネジメントの実践と教育方法の検討

本章では、中等教育分野におけるカリキュラム・マネ
ジメントの実践と教育方法の検討を行う。具体的には、
兵庫県立生野高等学校（以下、生野高校）の「地域との
協働による高等学校教育改革推進事業（地域魅力化
型）」として実施される「ゆめいく」の取り組みを事例
として、2章で整理した（3）の教育課程内外の「つな
がり」を軸に、キャリア教育に関する（2）学年間・学
校段階間の「つながり」を視野に入れて考察を行う。

4-1．兵庫県立生野高等学校の概要
生野高校は、兵庫県朝来市生野町に位置する全日制課
程普通科の高等学校である。カリキュラムは大きく「観
光・グローバル類型」と「地域探究類型」に分かれてお
り、入学者選抜において「観光・グローバル類型」では
兵庫県全域から生徒を募集し、「地域探究類型」は兵庫
県第 5学区および神河町から生徒を募集している。定員
は 2類型あわせて 80名であり、一学年 2クラスの小規
模校となっている。
同校では、文部科学省から「英語教育強化地域拠点事
業」（2014～2017年度）や「SGH（スーパーグローバル

ハイスクール）アソシエイト校」（2015～2018年度）の
指定を受けグローバル教育を展開するなかで、主に「総
合的な学習の時間」を利用しながら地域と協働した課題
解決型の学びを実践してきた1）。2019年度には「地域と
の協働による高等学校教育改革推進事業（地域魅力化
型）」推進校の採択を受け、領域横断的な探究学習を推
進しているところである。本事業実施 2年目の 2020年
度には、生野高校の当該取り組みについて「ゆめいく」
という愛称をつけ、地域と協働した探究学習のさらなる
発展を図っている。なお、「ゆめいく」には、“夢を育
み”、“夢のある生野高校”を“自分たちで作り上げる
（You Make）”といった意味が込められている。

4-2．生野高校の「ゆめいく」に関わる授業の概要
生野高校の「ゆめいく」の取り組みは、表 4-1に示し

た科目で構成されている。ここで示した通り、「ゆめい
く」に関連する科目は複数存在するが、その中核となる
のが、1年次の「観光グローバル学習」「地域学習」、2
年次の「観光グローバル探究Ⅰ」「地域探究Ⅰ」「総合科
学技術探究Ⅰ」、3年次の「観光グローバル探究Ⅱ」「地
域探究Ⅱ」「総合科学技術探究Ⅱ」である。これらの科
目について、2020年度の 1年生および 2年生の授業内
容を表 4-2、4-3に月別に整理した。なお、2020年度に
おいては新型コロナウィルス感染症の影響により 6月か
らの授業実施となっている。
表 4-2、4-3で示したとおり、「ゆめいく」の中核とな

る科目の内容を概観すると、地域の人材や団体と連携し
て調査研究やプロジェクトを実施する「地域との協働に
よる探究的な学び」の時間を中心に、将来のキャリアを
考える際に必要となる「お金に関する授業」と、未来社
会について考える際に重要となる「テクノロジーに関す
る授業」が組み込まれる形となっている。

表 4-1 「ゆめいく」における各科目の概要
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これらの「ゆめいく」の中核となる科目については、
基本的に各クラスの担任と副担任が担当するが、必要に
応じてその他の教員が協力を行うとともに、高度な専門
性が必要となる部分については学外の人材を招いて授業
を行っている。例えば、2年生の取り組みであれば、表
4-4に示すとおり、多様な研究テーマについて 19のグ
ループに分かれて探究学習を行っていることから、6名
程度の教員にそれぞれ担当を割り振って指導が行われて
いる。さらに、学内の教員だけで指導をするわけではな

く、地域の関係者を「ディレクター」という立場で招
き、生徒の研究活動を地域住民が指導をする場合もある
（表中のテーマでいうと、5・7・11のオオサンショウウ
オに関する研究については「日本ハンザキ研究所」、13
に民宿に関する研究については「農家民宿まるつね」の
関係者が生徒への指導を行っている）。

4-3．「ゆめいく」の活動を支える外部人材
文部科学省の「地域との協働による高等学校教育改革

推進事業」では、その実施要項に「指定校と地域（市町
村や高等教育機関，産業界等）との協働によるコンソー
シアムを構築すること」、「専門的見地から指導，助言に
当たる運営指導委員会を設けるもの」とあることから、
生野高校における「ゆめいく」でも、それに該当する組
織が存在する。「ゆめいく」におけるコンソーシアムの
構成団体については表 4-5、運営指導委員会の構成員に
ついては表 4-6に示すとおりである。

表 4-2 1年「観光グローバル学習」「地域学習」の取組

表 4-3 2年「観光グローバル探究Ⅰ」「地域探究Ⅰ」
「総合科学技術探究Ⅰ」の取組

表 4-4 2020年度 2年生のグループ別研究テーマ

表 4-5 コンソーシアムの構成団体（2019年度）

表 4-6 運営指導委員会の構成員（2019年度）
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コンソーシアムについては、年 2～3回程度の会合を
もち、事業内容の方向性に関する議論が主な活動内容で
ある。また、運営指導委員会も同様に年 2～3回程度集
まり、教職員への指導・助言が主な役割となる。
これらの両組織が「ゆめいく」の取り組みに影響を与
えたものの一つとして、例えば、前述の「ディレクタ
ー」として地域の関係者を授業に関わらせる取り組みが
挙げられる。この「ディレクター」制が実施されるにあ
たっては、運営指導委員より小樽商科大学の「本気プ
ロ」の取り組みを紹介されたことがそのきっかけとなっ
た。小樽商科大学の「本気プロ」とは、「地域の活性化
をねらいとした課題について、地域の企業等と一緒に取
り組む」という授業科目であり、「地域の実情に精通し
た若手経営者や実務家などを非常勤講師（プロジェクト
ディクター）として任用」して実施されるものであ
る2）。この「本気プロ」の内容について、運営指導委員
の推薦のもと生野高校の教員が小樽商科大学まで視察し
て学び、そこで学んだ内容をコンソーシアムの構成団体
である日本ハンザキ研究所に伝え、「ディレクター」と
して高校生の指導に地域の関係者が積極的に関わる体制
が構築されたのである。
「ゆめいく」の取り組みについて具体的な設計をする
のはもちろん教員の仕事であるが、この「ディレクタ
ー」制の導入のように、取り組み内容を着想する際に学
外の関係者が影響を及ぼす例がその他にも多々見受けら
れる。例えば、コンソーシアムや運営指導委員会以外の
外部人材として、「カリキュラム開発等専門家」と「地
域協働学習実施支援員」という人材が配置されている
が、これらの人材は約週 1回ペースで実施される「ゆめ
いく授業担当者会議」に都度参加しながら、教材原案の
開発や外部講師の紹介などを行っている。次に紹介する
ICT を活用した国際交流の取り組みについても、この
「地域協働学習実施支援員」によって提案され実現した
ものであり、こうした新しい取り組みを実施する際に
は、きっかけとして外部人材の存在が大きい。

4-4．「ゆめいく」における ICT を活用した教育実践
「ゆめいく」の授業実践の中では、情報収集や報告資
料の作成等の様々な用途で ICT 機器を活用している。
さらに調査研究の道具として使用する以外にも、「テク
ノロジーを学ぶ」という趣旨で、外部講師の講演が行わ
れたり、技術体験ができる機会を提供したりしている。
ここではその一例として、2020年 11月～12月に行われ
た「オンライン国際交流プログラム」を紹介する。

本プログラムは、「テクノロジーを活かした国際交流」
という趣旨で、ビデオ通話アプリを実際に利用し、テク
ノロジーの発展により国際交流がいかに容易になったか
を実感する目的で実施された。なお、今回の取り組みは
国際交流の教材を開発している「㈱With The World」の
協力により行われた。実際の授業では、生野高校の生徒
は 4～5名のグループを作成し、zoom を利用しながら、
表 4-7に示した内容に取り組んでいった。なお、各グル
ープには「With The World」側で準備したアシスタント
が 1名ずつ配置され、各アシスタントが準備に関する指
導、交流日の司会進行、通訳といった役割を担い授業が
行われた。海外生徒についても、生野高校の生徒と同程
度の人数が各グループに割り振られ、今回はインドおよ
びマレーシアの高校生が参加した。
この取り組みでは zoom を利用したため、生徒ごとに

カメラとマイクが使用できる情報端末が必要であった
が、この情報端末として「Surface Go 2」を使用した。
これは、2020年 9月に兵庫県教育委員会が各県立高校
に配備したものである3）。また、本取り組みに必要な費
用については、朝来市からの補助金を活用した。

4-5．考察
「ゆめいく」は経過途中の取り組みであり、成果につ
いて今すぐ結論を出すことは難しい。しかし、暫定的な
指標として、2019年度 4月と 12月に当時の 1年生に実
施したアンケート結果を見てみると、「⑧ワードやパワ
ーポイントなどのソフトウェアを使うことに自信はあり
ますか？」という質問について、その点数の伸びが最も
顕著な結果となった（表 4-9）。この結果から、ICT 機
器に触れながら探究学習を実施する「ゆめいく」の活動
は、STEAM 教育の観点からも有用性が示唆される。

表 4-7 オンライン国際交流プログラムの主な流れ
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※各質問への回答は「全くそう思わない（1点）」～「と
てもそう思う（5点）」の 5件法
一方、「ゆめいく」では幅広い研究テーマを扱うこと

も多く、授業担当教員の専門領域だけでは十分な対応が
できない可能性が高いため、幅広い人材が協働できる仕
組みが必要である。また、前述の「オンライン国際交流
プログラム」などの新しい取り組みを始めるきっかけと
して外部人材の存在が大きかったことを考えると、領域
横断的なカリキュラム・マネジメントにおいては、幅広
い人材が活用できる仕組みが重要といえる。
生野高校では、事業予算から外部人材との協働を行う
ための費用を支出することができた。しかし、本事業の
予算措置は 2021年度末までであり、それ以後について
外部人材の活用等に十分な予算措置ができる可能性は低
い。そのため、ひとえに外部人材の活用といっても、効

果的な活用方法はどのようなものかを分析し、小規模な
予算でも継続できる仕組みを検討する必要がある。

5．おわりに

本稿では、初等中等教育分野のカリキュラム・マネジ
メントについて、特に教科等横断的活動の実践に着目し
た教育方法の検討を行った。いずれも効果の測定や成果
の検証などを含め、教育課程を編成し、実施し、評価し
て改善を図る一連の PDCA サイクルの確立に向けた課
題を今後検討する必要がある。今回の教育方法の開発に
際して最も重要なのは現場の教員がこれら多くの「つな
がり」を意識した授業づくりについて責任をもって担う
点にあるが、同時に必要な人的・物的資源等を、地域等
の外部の資源も含めて活用しながら効果的に組み合わせ
る役割として、校長や教育委員会などの教育行政部門が
ICT や実験器具、教材資料などの資源配分を適切に行え
るかがポイントとなるだろう。
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表 4-9 「2019年 12月時点の平均値＞2019年 4月時点
の平均値」となった質問項目
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